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《要約》	
 

	
 本研究では、教師におけるテレビ会議システムの教育利用について取りあげて、その

普及を推進したり阻害したりする諸要因について、特に心理学的側面から検討した。調

査（質問紙形式）は 2007 年に鹿児島県内の小学校教師を対象にして実施し、得られた
297名分のデータを用いて重回帰分析を行った。その結果、「テレビ会議システムへの肯
定的評価」は、「テレビ会議システムの活用方略意識」および「学校業務におけるＩＣＴ

利用度」、「テレビ会議システムへの関与度」との間で正の影響力が認められ、「テレビ会

議システムへの心理的障壁（懐疑性・消極性・悲観性）」および「性別（女性であること）」

において負の影響力が認められた。とりわけ、「テレビ会議システムへの心理的障壁」尺

度の下位尺度である「懐疑性」尺度の寄与が大きかった。以上から、第一に、テレビ会

議システムの教育利用に関する疑念を解消することはきわめて重要であり、その意義を

啓発する必要性が指摘された。第二に、解決策を知らなくとも「テレビ会議システムの

活用方略意識」が高い教師は「テレビ会議システムへの肯定的評価」が高く、このよう

な群には授業実践をイメージできるような具体的情報の提供が効果的であろうとの考察

がなされた。第三に、テレビ会議システムの利用促進のためには、教師を一様な集団と

して捉えるのではなく、教師は普及の多様な段階に散らばって存在しており、それぞれ

の段階に応じた支援策を並行して実施することの必要性が、E. M. Rogers(1983)のイノ
ベーションの普及過程に関する理論を援用しつつ考察された。 

 
 
I. 問題と目的	
 
	
 ＩＣＴ註１の普及に伴って教育の情報化も急速に進展している（清水ら,2007）。また、Ｉ
ＣＴを活用した授業は、教育効果が高いとの調査結果も報告されている(文部科学省,2006)。
しかしながら、文部科学省(2008)が『学力向上ＩＣＴ活用指導ハンドブック』を教育現場
に配布していることからも、ＩＣＴの教育利用はまだ普及過程にあると言えよう。そこで、

本研究では、ＩＣＴの１つであるテレビ会議システム註２を取り上げて、それが教育場面に

円滑に導入されるための知見を得るため、特に教師の心理面に焦点をあてながら検討して

いくことにした。 
	
 その際、新しい技術や行動様式、すなわちイノベーション（innovation）がどのように
個人や集団に受け入れられていくかについて研究をした E. M. Rogers(1983)のモデルを参
考にすることにした。Rogersは、イノベーションの普及は心理的且つ社会的な過程を経る
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と考え、①その存在を知ろうとしたり機能を理解したりする段階（知識段階）から、②そ

れに対して好意的ないしは非好意的な態度を形作る段階（態度段階）、③採用するか否かを

決める段階（決定段階）、④実際に使用する段階（実行段階）、そして⑤継続使用していく

段階（確信段階）までにわたる５つの段階を想定した。さらに、Rogersは、イノベーショ
ンの普及は一様に進展するのではなく、少なくとも早期採用者と後期採用者を区別して考

える必要があると指摘している。すなわち、両者の間には社会経済的地位やパーソナリテ

ィ、コミュニケーション行動について相違点があり、とりわけ前者はイノベーションに接

触しやすい立場にあったり、なにかしら解決せざるを得ない課題を抱えていたりすること

が多く、自発的に知識段階やそれ以降の段階に到達する可能性が高いことに留意しておか

ねばならない。テレビ会議システムもイノベーションの１つであり、その学校教育への導

入はイノベーションの普及過程に相当するものと考えられる。それ故、本研究を進めるに

あたっては、テレビ会議システムの学校教育への導入はいくつかの段階を経て普及する過

程であると仮定し、さらに教師も一様な存在ではなく多様な特徴や事情を有する存在であ

るという問題意識をもって、このテーマに接近することにした。 
	
 また、関山ら(2007)と寺嶋ら(2008)の調査によれば、離島を含む僻地に勤務する教師は、
都市部の教師に比して、テレビ会議システムの教育利用について肯定的な評価をしており、

利用に期待していることが明らかになっている。この結果が示唆するところは、僻地の教

師は情報入手や交流の困難という条件を抱えているために、イノベーションの早期採用者

になり得るということである。しかし、このような地理的ないしは社会的な条件だけが、

学校への導入を決定づけているわけではない。園屋ら(2008)は、「実際に学校現場を訪れ教
員と話をしてみると、（中略）テレビ会議システム利用への不安があったりするなど、テレ

ビ会議システムの活用意欲を阻害する要因があることが分かった」と言及している。そこ

で、本研究では、園屋らが指摘するところの不安や意欲の側面、すなわち教師の心理面に

ついて特に着目することにした。 
	
 したがって、本研究では、テレビ会議システムの学校教育への導入をイノベーションの

普及過程として仮定し、それを担う教師の受け入れの様子について心理過程の面から明ら

かにすることを目的とした。 
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II.	
 方法 
１．調査の対象と時期  
	
 鹿児島県の公立小学校 91 校に勤務する教師（管理職や非常勤を除く）を対象にして、
2007年２月に調査を実施した。得られた回答の中から脱落や重複などの問題のあるものを
除いた 297名分のデータを分析に用いることにした。調査対象者の教職年数と性別の内訳
を、Table 1に示した。 
 
２．質問紙  
（１）テレビ会議システムへの肯定的評価尺度 
	
 テレビ会議システムの教育利用に対する評価を測定するために、テレビ会議システムへ

の肯定的評価尺度（以下「肯定的評価尺度」と省略）を構成した。「あなたは学校でのテレ

ビ会議システムの利用に関して、どのような評価をお持ちですか」と質問した上で、「興味

がある」「好感がもてる」「期待している」「導入・活用したい」「可能性を感じる」、および

逆転項目として「違和感がある」「必要性を感じない」「抵抗がある」の８項目について評

価を求めた。回答方法は、「まったく当てはまらない（１点）」「どちらかというと当てはま

らない（２点）」「どちらかというと当てはまる（３点）」「とても当てはまる（４点）」の４

段階であり、活用について積極的な評価が多いほど得点が高くなる。信頼性を確認するた

めに Cronbachのα係数を算出したところ .90を示し、充分な内的一貫性を備えていると
判断された。 
（２）テレビ会議システムへの心理的障壁尺度 
	
 テレビ会議システムの導入時に教師の心理的な妨げになるものについて調べるために、

テレビ会議システムへの心理的障壁尺度を構成した（以下「心理的障壁尺度」と省略）。そ

の際、関山ら(2007)を参考にしつつ、心理的な側面に焦点化して項目を作成することにし
た。 
	
 「あなたは、テレビ会議システムの学校での具体的・実際的な場面での運用に関して、

どのような印象や懸念を抱いていますか」と問いかけた上で、14項目に関して評価を求め
た。回答方法は、「まったく当てはまらない（１点）」「どちらかというと当てはまらない（２

点）」「どちらかというと当てはまる（３点）」「とても当てはまる（４点）」の４段階であり、

心理的障壁を感じているほど得点が高くなる。因子分析（主因子法・バリマックス回転）

を行ったところ、解釈可能な３因子（累積寄与率 53.7％）を得て、第１因子を「懐疑性」、
第２因子を「消極性」、第３因子を「悲観性」と命名した（各因子の詳細は Table 2に示し
た）。すなわち、懐疑性はテレビ会議システムが教育上の目的に合致しているか懸念する傾

向、消極性は教師の個人内における変化を回避する傾向、悲観性は教師を取り巻く環境に

変化を妨げる要因があると認知する傾向を意味していると考えられる。なお、因子の抽出

に際しては因子負荷量が .400 以上という基準を設定したが、各項目とも他因子と重複し
ていなかった。信頼性を確認するために Cronbachのα係数を算出したところ、全体で .88、
各因子で .73〜.88 を示した。項目数の少なさを考慮すれば、ほぼ充分な内的一貫性を有
していると考えられる。したがって、３つの因子はテレビ会議システムに対する心理的障

壁の各側面を代表していると判断され、下位尺度として用いることにした。 
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（３）テレビ会議システムへの活用方略意識尺度 
	
 テレビ会議システムを教育利用するにあたって、実践場面で直面しそうな諸問題に対し

てどのくらいの具体的認識をもっているかを調べるために、テレビ会議システムへの活用

方略意識尺度を作成した（以下「活用方略意識尺度」と省略；詳細は Table 3に示した）。
「あなたは、テレビ会議システムの学校での具体的・実際的な場面での運用に関して、ど

のような印象や懸念を抱いていますか」と問いかけた上で、７項目に関して評価を求めた。

回答方法は、「まったく当てはまらない（１点）」「どちらかというと当てはまらない（２点）」

「どちらかというと当てはまる（３点）」「とても当てはまる（４点）」の４段階であり、活

用方略への問題意識を明確に持つほど得点が高くなる。信頼性を確認するために
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Cronbach のα係数を算出したところ .91 を示し、充分な内的一貫性を備えていると判断
された。 
（４）学校業務におけるＩＣＴ利用度尺度 
	
 校内でＩＣＴをどのくらい用いているかを把握するために、学校業務におけるＩＣＴ利

用度尺度を作成した（以下「ＩＣＴ利用度尺度」と省略）。当該年度の様子について訊ねる

ことにし、質問項目には「パソコンやインターネットを使って、授業の準備を行う」「パソ

コンやインターネットを授業の中で使う」「パソコンを使って成績管理や会議資料作成など

授業以外の業務を行う」の３つを設定した。回答方法は「まったく利用しない（１点）」「ま

れに利用する（２点）」「しばしば利用する（３点）」「頻繁に利用する（４点）」の４段階評

定であり、ＩＣＴの利用が多いほど得点が高くなる。 
（５）テレビ会議システムへの関与度尺度 
	
 テレビ会議システムへの関わりを把握するために、「あなたは、これまでの教職経験の中

でテレビ会議システムを使ったことがありますか」と問いかけた上で、５段階評定で回答

を求めて尺度とした（以下「関与度尺度」と省略）。段階評定の内容は、「知らなかったし、

使ったこともない（１点）」「知ってはいるが、使いたいとは思わない（２点）」「使いたい

と思っているが、まだ使ったことはない（３点）」「少しだけ使ったことがあるが、使い慣

れていない（４点）」「しばしば使う機会があり、ある程度使い慣れている（５点）」である。

すなわち、テレビ会議システムへの関わりが深まるほど得点が高くなる。 
 
３．手続き  
	
 上述の質問項目を、鹿児島県教育委員会の許可を得た上で各小学校（無作為抽出）に送

付して依頼した。回答は各々の教師が無記名式で記入し封筒に入れて個人を特定できなく

した上で、学校単位で回収した。そして、回答者ごとに各尺度の合計点を算出し、統計的

処理を施した（用いたソフトウェアは IBM SPSS Statistics Ver. 19）。なお、データ処理
に際しては、性別については男性の場合は１点、女性の場合は２点、教職年数（５年刻み

で８段階）については少ないほうから順に１点から８点までを、便宜的に充当した。 
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III. 結果と考察 
	
 データ全体を概観するために、全尺度間相関および記述統計について Table 4に示した。 
	
 テレビ会議システムへの肯定的評価の分散に対して、上述の各側面がどの程度寄与して

いるかを検討するために、重回帰分析を行った。すなわち、基準変数として肯定的評価尺

度の得点を投入し、説明変数として心理的障壁尺度の３つの下位尺度得点および活用方略

意識、学校業務におけるＩＣＴ利用度、テレビ会議システムへの関与度の各尺度得点、ダ

ミー変数化した性別、教職年数を投入した。分散分析により重回帰式の有意性を確認した

ところ、有意な結果が認められた（F(8,288)=50.15, p<.001）。また、重相関係数 R は.763
であり、調整済み重決定係数 Ra2は .571であった。標準偏回帰係数βを検定したところ、
活用方略意識および関与度、教職年数、ＩＣＴ利用度において正の影響力が認められ、心

理的障壁および性別において負の影響力が認められた（詳細な結果は Table 5に示した）。 
	
 重回帰分析の結果からは、心理的障壁の少なさおよび活用方略意識の高さ、ＩＣＴ利用

度の高さ、関与度の高さ、男性であること、教職年数の多さが、テレビ会議システムの教

育利用についての肯定的評価に影響を及ぼしていると推察された。まず、心理的障壁尺度

との関連について検討してみると、下位尺度の懐疑性による負の影響力がかなり大きいこ

とが注目される。園屋ら(2008)はＩＣＴの教育利用に至る諸要因をモデル化しているが、
その中の「３．教育上の意義・効果」「12．自分の授業で使う必要性」は、本研究での懐
疑性尺度に相当するものと考えられる。すなわち、懐疑性尺度得点の高さは、テレビ会議

システムの教育利用にその意義を見出せていないことを意味している。テレビ会議システ

ムの普及において、その教育効果や必然性について教師に納得してもらうことがとても重

要であることが実証的に明らかになったと言えよう。他方、消極性尺度や悲観性尺度も、

肯定的評価に対して少なからず負の影響力を及ぼしている。園屋ら(2008)のモデルに対応
させれば、消極性尺度は「13．新しいことを始める意欲」、悲観性尺度は「14．準備のた
めの時間的余裕」「15．準備の煩わしさ」「16．同僚や学校の理解」「17．利用についての
不安」に相当するものと考えられる。消極性尺度は教師の内部環境における、悲観性尺度

は教師の外部環境における、変化を妨げる傾向を示していると考えられよう。しかしなが

ら、慣れ親しんだやり方を続けようとする傾向は教師個人や学校コミュニティに特有なも
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のではなく、Rogersも言及しているように、イノベーションに対する人間の一般的な反応
でもある。むしろ本研究の成果としては、消極性や悲観性よりも懐疑性の寄与のほうが大

きいことを明らかにできた点に価値があったと考察される。なぜなら、テレビ会議システ

ムの教育利用に関する懐疑が解消されれば、その影響の大きさは変化を回避しようとする

傾向を大きく上回るからである。すなわち、テレビ会議システムの意義や必要性を教師に

正確に理解してもらうことは、普及を推進する上で重要であるだけでなく、きわめて効果

的な契機なのである。 
	
 次に、活用方略意識尺度との関連について検討する。活用方略意識尺度は、「授業にどう

組み入れればよいか分からない」等の実際場面でテレビ会議システムをどのように用いれ

ばよいかという項目から構成されている。再び園屋ら(2008)のモデルに対応させると、「２．
どのようなことができるのか」「４．授業の構成・展開の方法」「７．利用時のノウハウ」

「11．交流相手を探す方法」に相当する。活用方略意識は肯定的評価と正の相関を示して
おり、心理的障壁の場合と逆方向の影響力である点が興味深い。解決策が分からなくとも

使用場面を具体的にイメージした疑問を抱くことができる教師は、心理的障壁を抱いてい

るだけの教師よりも、テレビ会議システムの教育利用において、先行している次元にある

と言えよう。活用方略への問題意識が高い教師に対しては、意義や必要性の説明よりも実

践的な情報を提供することのほうが、効果的であると思われる。 
	
 この重回帰分析では、直接には心理的でない尺度も説明変数として投入している。ＩＣ

Ｔ利用度は、有意傾向ながら肯定的評価に正の影響力を及ぼしており、多くの先行研究と

合致する結果であった。普段からＩＣＴに慣れ親しんでいることがテレビ会議システム利

用の敷居を低くしていると考えられる。関与度も肯定的評価への正の影響力を示し、テレ

ビ会議システムへの接触が密であるほど好意的な評価になっている。性別に関しては肯定

的評価への負の影響力を示し、女性教師のほうがテレビ会議システムへの評価が低いとい

うことが明らかになった。従来から最新の情報通信機器への接触や関心は男性のほうが高

いと指摘されており、それに沿った結果と考えられる。また、教職年数では肯定的評価へ

の正の影響力を示しており、教職年数が増すほど（したがって大抵の場合には年齢が増す

ほど）好意的な評価をしていると考えられる。一般的には年配になるほど最新の情報通信

機器への接触や関心は減少するとされているが、逆方向の結果であった。これはなぜであ

ろうか。実証的な材料がないため想像の域を出ないが、若手教師は経験が少ないために伝

統的な授業形式や校務をこなすことを最優先に取り組まざるを得ず、テレビ会議システム

の教育利用については後回しになりやすいからかもしれない。 
	
 さて、これまでの内容について、Rogersが提唱したイノベーションの普及過程と重ね合
わせて考察していく。テレビ会議システムへの心理的障壁は、その項目構成から、知識段

階や態度段階に相当する側面を捉えていると思われる。同様に、活用方略意識は、心理的

障壁に相当する段階よりも進んだ状態、すなわち決定段階や実行段階に相当する側面を捉

えていると言えよう。また、関与度は、もちろん全ての段階と結びつきはあるだろうが、

実践経験が継続的利用へと循環していきやすいことを考慮すると、とりわけ確信段階と関

連が深いのかもしれない。他方、園屋ら(2006)が「テレビ会議システムを実際に使う以前
の問題として、それを用いて交流することの意義自体や実際の活用事例が、学校や行政に

知られていないため、学校や行政側から利用の希望が出されない」と指摘しているように、
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意義理解の側面と授業実践をイメージしやすくする側面の両方からアプローチすることが

重要である。以上を総合すると、テレビ会議システムの教育利用を推進していく際には、

多様な段階にある教師に対して、それぞれの段階に応じた支援策を並行して行うことが必

要であると考えられる。 
	
 最後に、本研究の限界等について述べておかなくてはならない。2007年時点における鹿
児島県の小学校という限定された時空間から得られた結果であるため、考察された内容の

一般化にあたっては注意を要するべきだろう。また、反省点としては、今回は分析手法と

して重回帰分析を用いたが、Rogersが唱えたようにイノベーションの普及は過程として理
解することが重要であるため、変数間の構造を捉えることが可能な統計学的手法を用いた

ほうがよりその特質を表現できたかもしれない。分析手法については今後の課題としたい。 
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【註】	
 

１．ＩＣＴとは、Information and Communication Technology（情報コミュニケーショ
ン技術）の略語。 

２．ここでのテレビ会議システムとは、インターネットや電話回線を介し、映像と音声の

両方を用いて、複数拠点間の相手と双方向の交流ができるシステムのことを指す。 
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［附記］	
 

	
 本論文は、既発表論文（『鹿児島大学教育学部教育実践研究紀要（第 21 巻）』所収）が
査読による修正を経て掲載されたものである。 
	
 なお、本論文における研究の一部は、文部科学省による離島・へき地教育革新への３大

学教育学部連携協力事業（平成 18 年度；課題名「離島・へき地における教師支援の実態
と必要性に関する基礎的研究」）の助成を受けている。 
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